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外国人との共生社会の実現に向けた取組について 

 

令和３(2021)年 11月に公表された「令和２年国勢調査」では、我

が国の外国人人口は 275 万人、外国人比率は 2.2%といずれも過去最

高となり、今後もさらなる増加や上昇が見込まれている。 

こうした中、各自治体では、多言語による生活情報や日本語学習機

会の提供をはじめ、医療・福祉・学校教育等における在住外国人の支

援を進めているが、必要な情報や支援が十分に行き届いているとは

いえない。 

もとより、国籍にかかわらず、住民に対して、学校教育をはじめと

するライフステージに応じた行政サービスの提供が自治体に求めら

れているが、在住外国人の多種多様なニーズに対して、自治体のみで

すべて対応することは困難である。 

また、現在「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に

基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一

部を改正する法律案」において、在留が認められない外国人の収容の

長期化を防ぐ手段として監理人による監理に付することで逃亡等を

防止し、相当の期間にわたって収容しないで社会内で生活すること

を認める監理措置を設けることが検討されている。この制度の運用

においては、生活の支援を担う自治体のさらなる負担の増加が懸念

される。 

国は、各自治体に１か所の一元的相談窓口の設置運営にかかる外

国人受入環境整備交付金や、学校における帰国・外国人児童生徒等に

対するきめ細かな支援事業、地域日本語教育の総合的な体制づくり

推進事業などの実施に加え、本年６月に「外国人との共生社会の実現

に向けたロードマップ」を策定し、共生社会の実現に向けた環境整備

を推進しているところであるが、自治体が実施する取組に対する国

の財政措置は十分なものとはいえず、誰一人取り残すことなく等し

くサービスを提供することが、年々困難な状況となっている。 
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在住外国人の増加に加えて滞在期間の中長期化も見込まれる中、

国籍にかかわらず、誰もが生き生きと暮らせる持続可能な共生社会

の実現に向けて、次のとおり要望する。 

 

１ 日本に中長期に在留を希望する外国人へ日本語や日本の社会制

度・生活様式を学ぶ機会を提供する制度を構築し、その一助となる

多言語対応や通訳支援等も含め、自治体が担う事業に十分な財政

措置を行うこと。 

 

２ 在留が認められない外国人への監理措置制度については、自治

体の意見を十分に聴取しながら慎重に検討を進めるとともに、自

治体が行政サービスを提供する必要が生じる場合には十分な財政

措置を行うこと。 

 

３ 外国人との共生社会の実現に向けたロードマップを着実に実施

するとともに、自治体が担うべき事業を適切に推進できるよう、

十分な財政措置を行うこと。 
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